児童福祉施設（保育所）最低基準適合調書記入要領
１　定員等の状況
（１）調書（その１）の（３）利用児童の状況欄について
　　ア　「①保育所運営費の算定上の年齢区分」は、利用児童数の内訳を保育所
　　　運営費積算上の年齢区分（保育の実施がとられた年度の初日の前日＝3月3
　　　1日）により記入すること。
    イ　「②のア　職員配置基準算定用」は、利用児童数の内訳を保育所運営費積算上の年齢区分（保育の実施がとられた年度の初日の前日＝3月31日）により記入すること。（上記アと同じ）
ウ　「②のイ　面積基準算定用」は、利用児童数の内訳を調査日現在の実年齢により記入するが、０歳～２歳未満児については、児童の発達段階に応じて、ほふくをしない児童とほふくをする児童（立ち歩きをはじめた児童を含む。）とに区分して記載すること。なお、ほふくをするかしないかは、各保育所の判断によるものとするが、指導監査等適宜確認を行うこととなるので留意すること。

        算定に当たっては、必ず「【面積基準算定用】実年齢による児童数整理表（最低基準適合調書添付資料）」により、途中入所児童や誕生日を迎えた児童の年齢整理を行うこと。
２　土地の状況
（１）所有形態について
　　　自己所有以外の場合については、該当する区分にその対象期間を記入する　　こと。
（２）敷地面積について
　　　「敷地面積計」の欄の数値は、基本財産の土地の面積と一致すること。
３　建物の状況（各部屋別面積表）について
（１）各室ごとに面積を記入し、「合計⑥」の欄の数値が「延床面積」の欄の数　　値と一致すること。
（２）調乳室の面積は、単独で調乳室を設ける場合については、「調乳室」の欄　　に記入し、調理室の中に調乳室を設ける場合（単独で調乳室を設けない場　　合）については、「調理室②」の欄にうち書きで記入すること。
（３）「乳児室、ほふく室、保育室及び遊戯室」の「備考」の欄の「各室を２階　　以上に設ける場合の適否」は、児童福祉施設最低基準（昭和２３年厚生省令　　第６３号）第３２条第８号に定める乳児室、ほふく室、保育室又は遊戯室を　　２階以上に設ける場合の要件の適否により記入すること。
（４）「調理室②」の「備考」の欄の「防除設備の有無」は、調理室の出入口、　　窓、排水口に設ける鼠族、昆虫の防除設備の有無により記入し、「衛生設備　　の有無」は、調理室の入口に設ける流水式の手洗い設備あるいは消毒液（逆　　性石けん液）の有無により記入すること。
（５）「医務室③」の「備考」の欄の「医薬品の有無」は、最低限必要な医薬品　　の有無により記入すること。
　　【最低限必要な医薬品】　体温計、水まくら、消毒液、絆創膏類
４　最低基準面積適合の状況について
（１）「部屋名・組名」の欄は、３の「乳児室」、「ほふく室」、「保育室」及　　び「遊戯室」に該当する保育所の各部屋について、当該部屋ごとに保育所で　　実際に使用している名称を記入すること。
　　【記入例】　「０歳児室」、「○○○組」など
（２）「部屋面積」の欄は、各部屋ごとに実際の面積を記入すること。
（３）「部屋面積」の「合計」の欄の数値が３の「小計①」の欄の数値と一致す　　ること。
（４）「最低基準面積」の欄は、各部屋ごとに当該部屋で実際に保育を行ってい　　る児童数を「ほふくをしない２歳未満児」、「ほふくをする（立ち歩きを含
　　む）２歳未満児」及び「２歳以上児」に区分して「人数」の欄に記入し、
　　「面積」の欄に、それぞれ「人数に１．６５㎡、３．３㎡、１．９８㎡を乗
　　じた面積」を記入すること。
（５）「適否」の欄は、各部屋ごとに「最低基準面積」の「計」の「面積」の欄　　の数値と「部屋面積」の欄の数値の比較による適否により記入すること。
（６）保育に常時は使用しない遊戯室がある場合については、２歳以上児の各部　　屋にそれぞれの部屋の面積に応じて配分してもよいこと。
　　　なお、その場合における「適否」の欄は、各部屋ごとに「最低基準面積」　　の「計」の「面積」の欄の数値と当該部屋の「部屋面積」の欄の数値に「遊　　戯室」から配分した「部屋面積」の数値を加算した合計面積の比較による適　　否により記入すること。
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５　職員の状況について
（１）所長資格について
　　　「受講した研修名」の欄は、社会福祉法人全国社会福祉協議会中央福祉学　　院が実施する「社会福祉施設長資格認定講習課程」又は厚生労働省、社会福　　祉法人日本保育協会が実施する「初任保育所長研修会」を修了している場合　　については、その該当する研修名を記入すること。
（２）職員定数について
ア　年齢別配置基準の児童数は、調書（その１）の（３）②アの保育所運営費積算上の年齢区分（保育の実施がとられた年度の初日の前日＝3月31日）による児童数を記入すること。
なお、3歳児配置改善加算認定を受けた場合は、基準定数を15人につき1人として算定すること。
イ　「職種」の「保育士」の欄について
　　（ア）保育従事者のうち、保育士の登録を受けている職員について記入し、　　　　それ以外の職員については、「調理員等」の「その他の職員⑤」の欄等　　　　に記入すること。
　　　　　なお、乳児を４人以上入所させる保育所において、保健師、看護師又は准看護師を配置している場合、小学校教諭等・知事の認める者を配置している場合は、当該職員を「保育士」の欄で記入すること。
　　（イ）「主任保育士専任加算分」の「基準定数」の欄は、当該加算を受ける　　　　場合について、「１人」を記入すること。
　　（ウ）「基本分単価に含まれる必要加配保育士」の「基準定数」の欄は、利用定員が９０人以下の保育所については常勤「１人」とする。なお、利用定員が９１人以上の保育所は、非常勤「１人」でも可とする。
　　　　加えて、保育標準認定の子どもがいる保育所は、さらに常勤「１人」の配置が必要となる。
　　（エ）「基準定数」の欄の計算に当たって、「最低基準」の年齢区分ごとの　　　　欄は、それぞれ小数点以下第２位を切り捨てて求めた値を記入し、「保　　　　育士計②」の欄は、合計値の小数点以下第１位を四捨五入した値を記入　　　　すること。
　　ウ　「職種」の「事業担当専従職員⑦」の欄は、子ども・子育て支援交付金等において専従する事業担当職員について、記入すること。
　　エ　「実人員の内訳」の欄は、各職種等ごとに「実人員」の数値について、　　　就業規則等に定める常勤職員の勤務時間を勤務する職員を「常勤職員」の　　　欄に、それ以外の職員を「非常勤職員」の欄に区分して記入すること。　　　　　なお、「換算数」の欄は、「非常勤職員の１ヶ月の勤務時間数」を「就　　　業規則等で定めた常勤職員の1ヶ月の勤務時間数」で除して求めた値（小

数点以下第２位を四捨五入）をそれぞれ記入すること。
　　オ　「職員合計⑥」の「実人員」の欄の数値は、保育所の職員数と一致すること。
　　カ　「上記⑥の内訳」の欄は、「事業担当専従職員⑦」の数値の内訳をおのおの事業ごとに区分して記入すること。この際、専従でない職員の数は除くこと。
　　キ　「嘱託医」及び「嘱託歯科医」の欄は、医師名に医院名等を（　）書き　　　で付記して、記入すること。
　　　【記入例】「○○　○○（○○医院）」、「○○　○○（○○歯科）」等
（３）保育士の基準定数の充足について
　　調書（その２）の「保育士計②」の欄において、「実人員（常勤換算後）」（「実人員の内訳」欄の常勤職員数に非常勤職員の換算数を加えた人数）が、基準定数の数値以上である場合は、保育士の基準定数を満たすものとする。
６　保育を行う上での留意事項
（１）２歳未満の児童については、ほふくをしない児童には乳児室を、ほふくを
　　する児童にはほふく室を確保すること。やむを得ず乳児室とほふく室を一の
　　部屋として運営する場合は、安全の確保に配慮し、明確な段差やベビーフェ
　　ンス等で区画すること。
（２）最低基準面積については、保育を行う上での最低限の基準を定めているも　　のであり、保育の状況に応じて、児童の援助が低下することのないように、　　十分配慮を行うこと。
